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1990年代以降の中国では，戸籍登録地から離れて他地域で暮らす，いわゆる流動人口1)が
増え続けてきた。2004年に流動人口の総数は１億5000万人くらいに達したが，その８割が農
業戸籍をもつ農民である。13億人の１割強が自己都合で地域間移動をしている状況を考えれ
ば，中国の社会は相当流動化しているということができる。
しかし他方では，沿海地域または大都市部に流入した内陸農村の農民はさまざまな制度差
別を受けている。個人の能力や勤労意欲の如何を問わず,「民工」と呼ばれる農民出稼ぎ労
働者は全体として都市民の嫌われる仕事にしか従事させてもらえず，医療や年金の社会保障
制度が民工には適用されず，彼らの子女が都市民の子と同じような学校教育を受ける権利も
保障されずにいるからである。長年存続した都市農村間の二重構造が人口移動の規制緩和で
解消されつつあるが，都市部の中に民工と都市民を分断する制度障壁，いわば都市内の二重
構造が新たに形成されているというわけだ。
本稿では，社会の流動化と都市労働市場の分断化をキーワードに，それぞれの実態と背景
について人口センサス，上海市での調査資料を用いて分析する。本稿の構成は以下のとおり
である。まず，改革・開放時代における地域間人口移動の大まかな特徴を指摘し，人口セン
サスから見える人口移動の全体像を浮き彫りにする。次に，中国最大の経済都市で対外開放
の最前線である上海市を例に，外来流動人口の推移を考察し社会の流動化が急ピッチで進ん
でいることを明らかにする。第３に，人口センサスおよび流動人口調査の資料を用いて，農
民出稼ぎ労働者つまり民工からなる下層労働市場の基本構造を描きだす。最後に簡単な要約
をし民工に対する制度差別と高度成長，都市繁栄について考えてみたい。
1．地域間人口移動の展開過程:規制から自由へ
(１)計画経済時代の人口移動
中国では，1950年代半ばから80年前後までの30年間を計画経済時期または毛沢東の時代と
1
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1) どこかで暮らしている流動人口という用語法は明らかに不正確である。ここでは中国で使われてい
る言葉を踏襲しており，戸籍の転出入がないまま地域間で移動した人々のことを指す。地域によって
は彼らを外来人口(地元住民が自らの立場でみる他地域から入ってきた非地元戸籍所持者のこと)，そ
のうちの就業者を「外労」と呼ぶ場合もある。本稿では流動人口，外来流動人口，外来就業者などを
使うが，断りがない場合に，同じ対象を指す｡
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人口移動にみる転換期中国の二重構造
呼ぶことが多い。1953年に農産物の統一買付・統一販売制度が作られ，主要農産物の生産・
流通に対する一元的管理が始まった。56年に私有制の商工業企業に対する社会主義的改造が
完了し，非農業セクターのほとんどが国有国営となった。農業セクターも合作社をへて58年
に政経一体の人民公社に編成された。1953年に開始した「５カ年計画」を遂行するうえ国営
企業，人民公社といった制度装置が必要だからであろう。また，計画経済の運営に労働力に
対する統一管理も必要となったため，58年に移住や職業選択の自由を厳しく制限する内容を
含んだ「戸籍登記条例」が公布，施行されるにいたった。1950年代末の中国では，モノ，カ
ネだけでなく，ヒトに対する管理も政府の指令計画に基づいて行われるようになった。
1954年の全人代で採択された共和国の最初の憲法に「公民が移住，職業選択の自由を有す
る(90条)」が明記された。75年の改正憲法では同条項が削除されたものの，それまでの21年
間に，この条項は効力をもつはずであった。換言すれば，人々の移住，職業選択の自由を制
限する，憲法違反の戸籍登記条例は20年近くもの間にまったく問題視されてこなかった。
戸籍登記条例およびその実施細則などからなる戸籍制度2)が後に体系化されたが，それが
人民公社制度，国営企業制度などと合わさって，人口の地域間移動が厳しく規制された3)。
ここでは，公安部系統で行った「遷移人口」の業務統計を利用して計画経済時期における人
口移動の推移を概観しよう。遷移人口とは政府の計画に基づいて転職などを行った人のこと
を指す4)。彼らは戸籍の登録地(基礎単位は農村部では公社・郷鎮，都市部では街道)を越え
た範囲で移動し，公安派出所で戸籍の転出・転入手続きを行わなければならない。転出と転
入が対のものなので，統計上全国レベルでは両者が同じ数字になるはずだが，地域レベルで
は，転出超過または転入超過，つまり純転出入があり，移動率(総人口に占める遷移人口の
割合)はプラスかマイナスになる。
図１は1954～87年における遷移人口の移動率(１千人当たりの遷移人口数)を示すものであ
る。本来ならば，転出率と転入率が重なるはずであるが，大半の年次に転入率が転出率を上
回った。数ポイントの差だが，それを絶対数に直すと，200～300万人の違いがある年も見ら
れる。どうしてこうなったのか。童・沈(1992)によれば，誤差と思えないほどの違いは以下
の理由によったという。ひとつは配給制のもと食料などの生活物資を多めに受け取るために
転入人口数の水増し登録がひろく行われたこと，いまひとつは計画出産の枠を超えて生まれ
た子供が転入人口としてごまかされて登録したこと，である。
計画経済時期の移動水準がかなり低いことは同図から見て取れる。1960年までの数年間は
１千人当たりの遷移人口数が40～50人とかなり多いと思われる5)。戸籍登記条例が施行され
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2) 戸籍登記条例を戸籍制度と同一視する向きはあるが，60年代から70年代にかけて出された関係の通
達なども戸籍制度の一部である。
3) 戸籍制度の形成過程，問題点および改革の状況について，厳善平(2002)をご参照ください。
4) 労働人事行政の計画に基づく移動のほか，大学などへの進学，軍隊への服役・退役に伴う労働者お
よびその家族の移動が主な構成部分である。
5) 日本の住民基本台帳人口移動調査によれば，市区町村間の年間人口移動率は1955年の６％近くから
上昇し続け，70年に８％のピークを達した後，低下してきている。2000年には５％であった（大友
る以前に，都市農村格差が大きく，農業集団化に対する農民の反発もあり(張玉林，2003)，
農村から都市への人口移動が盛んに行われた。1958年から62年にかけて(第２次５カ年計画
期)，大躍進運動の展開に伴い大勢の農民が動員され都市部に移動させられた。しかし，そ
の失敗によりほとんどの農村出身者がまた故郷に追い返された。その結果，見た目の移動率
が戸籍登記条例の公布後も高い水準を維持した。
調整期(1963～65年)に入ってから，人口移動率が20‰くらいの低水準で安定した。文革初
期の知識青年の下放運動，および1970年代末の知識青年の都市帰還が集中的に起こったため
に，移動率の上昇がわずかながら見られた。それを除く全期間に，移動率がおよそ17‰しか
なかった。
よく知られるように，経済が発展すると，産業構造は農業から非農業へと比重が高まる。
それに伴う就業構造の変化，農村から都市への労働移動が必ず起こる。自分に適す職業を選
択し，産業間・地域間で移動することができれば，個々人はより高い収入や社会ステータス
を手にすることができるだけでなく，社会全体としても，労働資源が有効に利用され，経済
効率が高まる。そういう考えに照らせば，流動化の低い計画経済時期の中国では，経済が行
き詰まってしまったのも自然の成り行きかもしれない。
(２)人口移動自由化への道
1978年は中国の改革・開放の元年である。以来，四半世紀以上もたち，経済の市場化と国
際化が確実に進んでいる。この過程で人口移動が次第に自由化し，労働力の産業間・地域間
移動に現れる社会の流動化が未曾有の様子を呈している。人口移動の形態と特徴について以
下の三段階に分けてみることができよう。
第一段階の人口移動は「離土不離郷」すなわち在村離農という形態であり，主に1980年代
に見られるものである。この時期に，都市部の体制改革が本格化されておらず，農村から都
市への就職移動は旧来のとおり厳しく制限された。他方，人口公社が解体し，家族単位の農
流動する社会，分断する都市労働市場 3
2003)。
図１ 戸籍の転出入を伴う遷移人口の推移(１千人当たり)
出所：童・沈(1992)より作成｡
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業経営体制が確立したのに伴い，農家の潜在的余剰労働力が顕在化した。農村の中で雇用を
創出しないといけない状況が現れた。農民たちが働ける農村企業(郷鎮企業)の生成が期待さ
れた。政府も農村工業化，農村都市化という政策を打ち出し，郷鎮企業の発展をさまざまな
面で支援しようとした。
農業改革後，農業が大増産を続けた。農産物の政府買付価格が大幅に引き上げられたこと
も助かり，農家の収入は著しく増えた。農村には幾らか余剰資金ができるようになった。何
を作っても売れるモノ不足の時代にあって，農家の余剰労働力と農村の余剰資金が結合され
多くの郷鎮企業が興された。郷鎮企業の従業者数は1980年代の半ばから急増し続け，92年に
１億人を突破し農村労働力の22%を占めるようになった。農家の中で農業従事と非農業従事
の家庭内分業ができ，兼業，在宅通勤というのはこの時期の労働移動の最も重要な特徴であ
る(厳善平，2002)。
第二段階は1990年代の10年間で，人口移動の主な特徴が「離郷不背井＝離村暫住」である。
田舎から都会へ出稼ぎに行くものの，戸籍の転出入が許されず，移動者自体も少なかった。
勤めは都市部だが，家族を田舎に残し，いずれかの時点に帰郷するかもしれないという移動
形態である。
1990年代に入って，対外開放の加速で外資の沿海進出が激増した。華南の広東省，上海市
などの沿海地帯では，地元の労働供給は市場の需要拡大に追い付かなくなった。政策的には
大規模な地域間労働移動は奨励されないが，大勢の内陸農村の若者が洪水のように給与の高
い沿海地帯に流れ込んだ。当時，大規模な人口移動に対応する行政の能力が弱く，一時都市
インフラがパニック状態に陥ったり，混乱に伴う犯罪も多発した。そこで，この人口移動を
「盲流」つまり目的なき流動と呼び，それに対する取り締まりも試みられた。
しかし，市場経済化が進む中での出来事だけに，旧来の移動規制や強制送還といった単純
な対応法では問題の解決にはならないことがすぐにわかった。必要だというなら，真正面か
ら対応して秩序ある移動を行政も巻き込んで進めようという機運は1994年の労働部通達6)を
契機に急速に高まった。同通達では，省を跨る地域間の労働移動を市場経済のニーズに合う
ものとして評価し，それを積極的に誘導しようと呼びかけたのである。以来,「盲流」とい
う否定的なニュアンスを込めた呼び名が「民工＝農民出稼ぎ労働者」に改められ，さまざま
な面で地域間労働移動の規範化が図られた。
戸籍登記条例などでは，戸籍登録地から離れて他地域に住む(暫住)期間は３カ月以内と定
められている。特別な事由がなければ，暫住期間の延長が認められないことになっている。
しかし，1990年代以降の地域間人口移動は明らかにこの規定から制約を受けていない。後の
人口センサスの分析でわかるように，多くの人たちの暫住期間は３カ月をはるかに超えてい
る。にもかかわらず，田舎から戸籍を転出し現住地に戸籍を転入することは認められていな
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6) 労働部「農村労働力が省を跨ぐ地域間移動に関する管理規定」1994年11月参照。
い。都市部・沿海の経済発展に労働力を必要としている間には，民工の暫住はいいけれど，
不要と判断された場合，民工をいつでも故郷に追い返せるようになっている｡「離村暫住」
という移動形態は移動者が好んでの選択ではなく，移動者の主体である農民がさまざまな制
度差別を受けながら取らざるを得ない行動でしかない。
第三段階は2000年に入ってからであり，いまも進行中である｡「離郷又背井＝離村移住」
というのはこの段階の主要特徴である。都市部などで長年仕事を続けてきた民工の定住化，
一定の要件を満たす農民の挙家離村が実現できるようにするということである。
農民への差別が制度化されているようでは，さまざまな批判が当然出てくる。戸籍制度を
改革し，農村から都市への移住規制を緩和し，都市民と農民の就業差別をなくそうといった
議論は中国でも盛んに行われている。世論の影響もあって，中央政府は移住規制の見直しに
ようやく動き出した。1997年に一部の都市を対象に都市化促進政策が実験的に施行された。
それを皮切りに1998年に戸籍の登録・転出入に関する政策が改正され，一定の要件を満たし
ていれば，戸籍の選択や転出入が容易になった。さらに，2001年に地方中小都市への移住促
進が全面的に開始され，固定の住所，安定した職業あるいは収入源をもつ人ならびにその家
族が農村から都市へ戸籍を移すことが可能となった。一部の地域(たとえば，浙江省，河北
省)では農民戸籍，都市戸籍を一本化する改革も試行された7)。
ここ数年，県鎮や地方の中小都市では戸籍を転入した世帯が急増している。公安部門の統
計によれば，2003年の非農業人口は３億7400人に上り，総人口の29%を占めた。2000年に較
べて5000万人も増加した。ただし，この動きはいまのところ主に地方都市で起きているので
あって，北京，上海などの大都市では，ごく一部の例外を除いて普通の民工が田舎から都会
に戸籍を移すことはまったく不可能といってよい。大都市の住宅価格は民工の収入水準から
みれば天文数字のようなものであり，マイホームをもつという戸籍転入の要件がほとんどの
民工にとって夢の話でしかない。戸籍政策の改革が大々的に進められているにもかかわらず，
実際居住している地域の戸籍をもたない流動人口は１億5000万人にも達する(2003年。都市
人口と非農業人口の差)。
ここ20数年間に，労働移動の主要形態が在村離農という地域内の産業間移動から離村して
都市に移住するという普通の形に変わりつつあることは評価に値する現象である。経済発展
に伴い社会の流動化が加速することは市場体制下の常識だからである。しかし他方では，自
由や平等を基本理念とする市民社会がいまだに不十分にしか形成されていない中国では，身
分(戸籍)差別およびそれに起因する労働市場の分断も広く観測される。以下では，現代中国
に存在する流動化と分断化という一見して矛盾しそうな現象をさまざまな統計資料を交えて
分析する。
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7) ただし，戸籍の一本化は同じ地域内の農村・都市戸籍を有する者に限定され，他地域から入ってき
た者が除外されるのは一般的である。
2．地域間人口移動の全体像:人口センサスから何が見えるか
毛沢東時代の中国では，日本の国勢調査に当たる人口センサスが２回のみ実施された。新
政権が誕生した直後の1953年に，全人代の代表選挙を行うための基礎作業として全国範囲の
人口調査が行われた。２回目の人口センサスは大躍進運動を挟む第２次５カ年計画が失敗し
たあとの調整期の最中(1964年)に実施された｡その後の20年近くもの間に,文化大革命(1966
～76年)の混乱もあって，人口センサスの実施はなかった。計画経済をやっていながら，人
口などの基礎データすら把握できていなかったのである。
小平の時代に入ってから，社会が安定し，経済優先の発展戦略を推進する必要性などか
ら人口センサスの制度化が目指された8)。1982年の第３回全国人口センサスの実施を皮切り
に，10年おきに全人口対象のセンサス，両センサスの中間年に１％人口の抽出調査も定期的
に行うようになっている9)。ここ数回の調査では人口移動に関する質問項目が多く取り入れ
られ，国際比較が可能な内容もたくさんある(厳善平，2005b)。
ここでは，人口センサスの集計資料に基づいて地域間人口移動の全体像を描いてみたい10)。
結論を先にいうと，①移動規模が拡大し続けている，②長距離の広域移動者の割合が上昇し，
全国統一の労働市場が形成されつつある，③農村が依然として主な人口の流出源ではあるが，
都市からの人口移動も急増している，④流動人口の主な受け皿が都市部から地方の鎮へと変
わった，⑤人口流出の多い地域がますます多くの人口を送り出し，また人口流入の多い地域
がよりいっそう多くの外地人口を吸収するという両極分化が進んでいる，⑥移動者の大半が
比較的高い教育を受けた青壮年層に集中している，⑦移動人口が主に製造・加工・建設業，
商業・サービス業のブルーカラーとして就職している。
まず移動人口の総数, 構成を用いて社会流動化の水準を測ってみよう。表１は1990年,
2000年人口センサス，1995年１％人口抽出調査の集計結果を基に作成したものである。各
調査では流動人口の定義が脚注のように若干異なっている。その点に留意しつつ，この表か
ら読み取れる要点を指摘しよう。①戸籍を故郷に残したまま外出した暫住人口は2000年に１
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8) 人口センサスのほかに，工業，第三次産業，農業などを対象としたセンサスも実施された。また，
家計調査をはじめさまざまな分野で大規模な抽出調査が定期的に行われている。
9) 1990年, 2000年に第４回,第５回の人口センサス, 87年, 95年に１％人口の抽出調査があった｡ 2005
年11月１日午前零時に，１％人口抽出調査が予定されている。途上国で世界一の人口大国でありなが
ら，人口調査の制度化，しかも調査方法やデータの公表・分析も国際基準で行われていることに対し
て，高い評価が与えられる。共産党政権下の強い政府があってはじめ可能となったのだろうが，人口
センサスそれ自体はさまざまな意味で価値ある作業である。ちなみに，第３回人口センサスの際に国
連，日本などから強力な資金，技術支援があった。
10) 移動人口の定義については若干の説明が必要である。普通，一定の期間内で所定の区域を越えて居
住地を替えた人のことを期間移動人口，出生時から調査時までに所定の範囲を超えて転居した人のこ
とを生涯移動人口と呼ぶが，中国の場合に，戸籍制度による移住規制が厳しく，農民出稼ぎ労働者は
実際都市部などで暮らしていながら，自分の戸籍を戸籍登録地の田舎から現住地の都市部に移すこと
ができない。現住地の戸籍をもたない者は通常流動人口，外来人口と呼ばれるが，ここでは彼らを暫
住移動人口と呼ぶことにする。この三者の異同点について，厳善平(2005b)の第２章を参照されたい。
億4439万人と総人口の11.6％を占めた。これは95年の倍以上の急増ぶりである。後ほど述べ
るが，上海市2000年流動人口調査に照らしてこの暫住人口の８割が農民戸籍をもつ農村出身
者である11)。②2000年11月１日現在，総人口12億4261万人のうち，過去５年間に郷鎮，街道
の範囲を越えて移住した人の割合は10.3％で，１億2759万人である(半年以上の者)12)。これ
は80年代後半の水準を大幅に超過したものである。③人口移動の総水準を表す生涯移動人口
(出生時から調査時までに常住地を変えた者)は2000年に３億7324万人であった。10人に３人
が調査時までに常住地を変えたという計算である。日本の同じ指標と比較して，期間移動も
生涯移動も中国のほうが半分以下の水準にすぎない13)。しかし，1980年代までの状況を考え
ると，社会の流動化が非常に活発していることは紛れもない事実といえよう。
第２に，人口移動の範囲はますます広がりを見せている。2000年の人口センサスによれば，
生涯移動人口のうち，同じ県内の郷鎮間で移動した者は50.8％，同じ省内の県間が28.5％，
省を跨っての移動者が20.7であった。ところが，表１のように，90年代後半の期間移動人口
のうち，26.6％が省間移動であり，暫住移動人口を見ても，省間移動の割合も90年代前半の
17.7％から同後半の29.4％へと10ポイント以上上昇した。同時に，省間移動者数もこの期間
中３～４倍拡大した。この人たちは以前主として近隣の労働市場に参入したが，時間がたつ
につれ，特定地域への集中現象が減りつつある。言い換えれば，労働市場は局地的なものか
ら全国統一のものへと進化してきている。
第３に，移動人口はどこから出てきて，またどこに流れていくのか。この間の人口センサ
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11) 同調査では外来暫住人口の21％が上海滞在２日間以上６カ月未満となっている。もしこの割合を全
国に適用できるなら，全国の暫住移動人口数と移動率はそれぞれ１億8277万人，14.7％に上がる。
12) ５歳未満の移動人口が除外されている。それを含めると移動者数が１億3122万人，移動率が10.6％
に上昇する。もし戸籍登録地から離れて半年未満のものも含めれば，移動率がさらに上がる。
13) 大友(1996；2003)によれば，日本の国勢調査で観測される５年前常住地ベースの全移動率は1975～
80年が31.8％，85～90年が24.9％，95～2000年が26.4％であった。また，1970年代以降の生涯移動率
は70％あまりである。
表１ 様々な基準による移動人口の規模と構成
単位：万人, ％
出所：国務院人口普査弁公室ほか(1991；2002), 全国人口抽様調査弁公室(1997)より作成。
注：1990年は人口センサスによる県市区外への移動人口, 1995年, 2000年はそれぞれ１％人口抽出
調査, センサスによる郷鎮, 街道外への移動人口である。
1990年は戸籍登録地から１年以上離れた者, ほかは半年離れた者である。
期間移動人口には５歳未満の者が含まれないが, ほかは全員である。
調査年次 移動人口の類型
移動人口数
移動率
移動範囲別構成
総数 省内 省間 総数 省内 省間
1990年 期間移動人口 3384 2300 1084 3.0 100 68.0 32.0
1995年 暫住移動人口 6017 4951 1066 4.9 100 82.3 17.7
2000年 暫住移動人口 14439 10197 4242 11.6 100 70.6 29.4
2000年 期間移動人口 12759 9359 3400 10.3 100 73.4 26.6
2000年 生涯移動人口 37324 29603 7721 30.0 100 79.3 20.7
スなどを基に作成した表２が興味深い答えを示している。定義の制限で県市区の境界を越え
た移動者だけが利用可能で，所定の期間に違いもあるので，単純な比較はできないが，おお
むね以下のことが指摘できよう。農村部からは移動者の絶対多数が送り出され続けているが，
都市部からの割合は1980年代の２割弱から1990年代の３割程度に増えた。農村都市間だけで
なく都市間の人口移動も盛んになったことが物語られている。
他方，移動人口の流入先構成にも注意すべき変化が起きた。1980年代半ばごろ，前述の移
動規制がまだ強く残ったため，都市部に移動できた者は全体の３分の１強にすぎず，大半の
移動者は鎮以下に流入した。80年代後半から90年代前半にかけて，都市部はもっとも重要な
受け皿となった。６割以上もの移動者が都市部に入ったのである。しかし，90年代後半に入
り，逆戻りの現象が現れた。都市部移動者の割合は80年代半ばの水準に激減し，移動者の過
半数が地方の鎮(準都市)に流入した。大都市の受容能力が移動人口の絶えざる拡大で飽和状
態になったこと，鎮への移住が1997年以降提唱されるようになったことは大きな原因であろ
う。
第４に，空間的に見て人口の流出地域と流入地域がますます両極分化の様子を見せている。
たとえば，1980年代後半と90年代後半を比較して，省間移動人口を出した上位５省の割合は
35％から48％へと13ポイント上がった。他方，省間移動人口を吸収した上位５省市の割合は
同じ期間中36％から63％へとさらに集中度が高まった。31省市区があるのに，流入，流出の
多いただの５地域が全体の５，６割を占めたというのはまさに両極分化の現れにほかならな
い。労働市場がより広範囲で統合されつつあるとはいえ，地域間での移動・就職が主として
親戚，友人などの地縁・血縁関係に頼って行われているなか，移動実績のある地域間に移動
のチェーンができて，それを頼りにイモヅル式で移動を繰り広げていったのだから，当然の
結果かもしれない。
第５に，移動人口の教育，従事する職業については図２, 図３に基づいて説明しよう｡
2000年人口センサスによれば，移動人口の平均年齢が著しく若い。全人口を０～14歳, 15～
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表２ 期間移動人口の流出元, 流入先別構成比の推移
単位：万人, ％
出所：国務院人口普査弁公室ほか(1991；1993；2002), 全国人口抽様調査弁公室(1997)より。
注：県市区の境界を越えて転居した期間移動人口の構成である。
1985～90年の移動者は戸籍登録地から１年以上離れたもの, ほかは半年以上。
1982～1987年 1985～1990年 1990～1995年 1995～2000年
流
出
元
都市部
鎮
農村部
18.0
14.1
68.0
18.6
18.8
62.6
30.9
9.3
59.8
31.4
9.9
58.7
流
入
先
都市部
鎮
農村部
36.6
39.8
23.6
61.7
20.1
18.2
61.4
10.0
28.6
36.4
52.7
10.9
移動者数 3044 3384 3323 7876
38歳，39歳以上に分けてみると，それぞれの割合は22.9％，43.5 ％，33.6％であった。それ
に対して，移動人口のそれは11.0％，71.6％，17.4％である。また，青壮年を主流とする移
動人口の学歴別構成について図２にあるように，中学が最も多く全体の4割近くを占めるが，
集中度からすれば，これは全人口の構成とそう変わらない(集中度は1.05)。小学が全移動人
口の２割程度だが，これは全人口のそれより著しく少ない。しかし，高校以上とりわけ中専
以上における移動人口の割合は全人口のそれをはるかに上回った。集中度が20以上に達した。
この結果は教育年数の多い人がより積極的に移動し，あるいは教育水準が高いほど移動する
確率も高まることを意味しよう。
また，図３から見られるように，移動人口の従事する主な仕事は製造・加工業や建設業の
現場労働者，あるいは商業・サービス業の従業員である。実際，世界の工場と呼ばれる中国
の経済発展，大都市の繁栄はこの豊富で安価な移動人口(大半が農民出稼ぎ労働者)がいてこ
そ可能となったのである。にもかかわらず，この農民出稼ぎ労働者は必ずしも公正な待遇を
受けているわけではない。都市に入ってはよいが，都市民との就職競争が制限されたり，個
人の能力や努力と関係せずに劣悪な労働条件を押し付けられたりもする。賃金差別をはじめ，
医療，年金などの社会福祉でも民工は非国民的な扱いを受けている。
以下では，上海市における外来人口およびその就業や賃金の実態分析を通して社会の流動
化と都市労働市場の分断化を詳しく考察しよう。
3．上海市の流動人口：対外開放の最前線で奮闘する「二等公民」の諸相
(１)民工は二等国民か
農民を主体とする移動人口がいかに公正に扱われていないかについて上海市の所得統計の
計算方法からも窺い知ることができる。上海市民の所得水準は中国の中でトップである。上
海市統計局『上海統計年鑑 2004年』によれば，2003年の１人当たり域内総生産はおよそ
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図２ 学歴別期間移動人口の構成および集中度(2000年)
出所：国務院人口普査弁公室ほか(2002)より作成｡
注：集中度＝移動人口の学歴別構成比／全人口の学歴別構成比｡
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46700元である。それを１ドル8.3元で換算すれば，5600ドルを上回る。立派な中進国の経済
水準といえよう。
１人当たり総生産とは総生産を総人口で割って得られるものである。ところが，上海市の
所得統計では，総人口は上海市の戸籍を有する戸籍人口に限られ，上海市で暮らしさまざま
な経済活動に携わっている数百万人もの「外来人口（戸籍を故郷に残したたままの転入者)」
は計算式の分母には入っていない。
上海市当局の調査によれば，2003年にほかの省，直轄市，自治区から上海市に流入してい
る外来人口は499万人に上る。外来人口の中には観光，出張など従来の流動人口も含まれる
ので，所得水準の算出に際して，それを取り除く必要があろう。2000年上海市流動人口調査
によれば，上海滞在２日間以上１カ月未満の外来人口が全体の８％を占める。同じ水準を適
用すれば，2003年に上海で暮らす外来人口は460万人になる。すると，同年の上海市居住人
口は戸籍人口1340万人ではなく，外来人口460万人を含む1800万人になる。
上海市の本当の所得水準はいくらになるのであろうか。ここで同年鑑の総生産を1800万人
で割ってみたら，およそ34700元になる。政府の公表値より１万元以上も少ない。市政府の
公表値は2003年に35％の水増しになったのである。同じ方法で2000年の市民総生産を計算し
てみたら，同公表値に25％の水増しがあった。
ここでは，上海市政府の水増し発表を問題にするつもりはない。強調したいのは，日々上
海の経済活動に従事し，普通に上海で暮らしている外来人口がどうして所得水準の計算式の
分母に入れないかである。これは単なる計算式の定義問題ではなく，中国の社会に潜む農民
への制度差別が赤裸々に現れた現象にほかならない。本来，職業を表す言葉としての農民だ
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図３ 職業別全人口および期間移動人口の構成(2000年)
出所：国務院人口普査弁公室ほか(2002)より作成｡
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が，中国ではそれが一つの身分と化している。農民というだけで移住の自由も職業選択の自
由も厳しく制限されてしまうというのはやはり理不尽な話である。総生産の計算式の分母に
も入らず,「二等国民」とでもいうべきこの民工たちは上海でいったいどのように就業し生
活しているのだろうか。
(２)上海市における遷移人口の推移
2000年人口センサスによれば，当年11月１日現在，上海市の常住人口は1641万人である
(戸籍登録地から離れて半年未満の外来人口が含まれない)。そのうち，生まれて一度も戸籍
登録地を変えたことのない人は33.6％しかない(全国は70％)。言い換えれば，３分の２の人
はほかのどこかから転入してきた者である。転入者のうち，42.4％がほかの省市区からきて
おり(全国は20.7％)，転入の時期は1995年以前と96年以降がほぼ半々である(全国は65％対
35％)。要するに，上海市の常住人口の大半が移動の経験をもち，ほかの省市区から転入し
た者が多く，90年代後半転入のテンポが速まった，ということである。
ところが，戸籍の転出入を伴ういわゆる「遷移」については，図４が示すように，1980年
代初めまでの動きは全国のそれと似通っている(図１)。1954年から77年までのほとんどの年
に，人口の純流出が起きた。この23年間を通算すると，194.5万人もの上海戸籍者がその他
地域へ転出した(させられた)。それとは対照的に，ここ四半世紀には，転入者が一貫して転
出者より多く，近年ほど両者の差が広がっている。上海市では高学歴者などの人材をさまざ
まな優遇策で誘致してきたことはこうした結果を生んだのであろう。それでも，純転入者数
はこの間に177.7万人に留まった。半世紀を通してみれば，上海市における戸籍人口の転出
入はマイナス，つまり出ていった人数が入ってきた人数を上回った，ということになる｡
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図４ 上海市における遷移人口の転出入の推移
出所：国家統計局人口統計司ほか(1988), 『上海統計年鑑 2004年』 より作成｡
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(３)外来流動人口の規模と滞在期間
いうまでもなく，これは制度上の規定に起因した表像であり，実態はまったく異なってい
る。戸籍の転出入をせずに上海市にやってくる外来流動人口は1980年の中期から増え始めた。
常住地の戸籍をもたない流動人口であるがゆえに，その実態を把握することは容易ではない。
人口センサス以外に，中国社会科学院では流動人口に関する大規模な調査があった14)が，一
過性のものであった。
そういう中で，上海市はひとつの例外である。同市では流動人口の管理強化を図るために，
早い時期からその実態調査を行ってきた。表３にあるように，1980年代前半に上海市の流動
人口が数10万人で，戸籍人口の数％しかなかった。しかも，流動人口の大半が観光旅行など
の短期滞在者であり，就労目的の者が少なかった15)。80年代後半，流動人口の総数は100万
人を超え，戸籍人口の１割以上に相当するようになった。また，80年代末には流動人口の半
分程度が農民であり，６割強が就労目的の出稼ぎ労働者である。90年代以降，浦東開発が進
み，市場経済化も進展したため，内陸農村を中心に大勢の労働力が上海に流れ込んだ。その
規模は2000年上海市流動人口調査では387万人，2003年の抽出調査では499万人と，戸籍人口
の４割近くまで急増した。農民が流動人口の主体で就労目的が最も多いという特徴がいっそ
う鮮明となった。前述の遷移人口と較べて，流動人口の規模が数倍も大きい16)。
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14) 馬侠編(1994)は，1986年に全国範囲ではじめて実施された人口移動に関する調査の研究成果である。
同調査の資料集も公刊されている。
15) 1997年までの抽出調査では，市内の地域間移動人口数も把握されたが，2000年以降の調査では外地
すなわちほかの省市区からの移入者だけが対象となった。
16) はじめは流動人口として入ったものの，後に上海市の戸籍を取得した者は遷移人口の「転入」とし
て計上され，流動人口調査には出てこなくなる。つまり，遷移人口数と流動人口数が重なりあう部分
をもつということである。
表３ 上海市における流動人口の推移
単位：万人, ％
出所：戸籍人口は上海統計局『上海統計年鑑』，流動人口，農業戸籍流動人口および経済活動人口
は1993年までが課題組編(1995)，1997年が張声華編(1998)，上海籍を除く流動人口の総人数が
周海旺(2005)による。空白は不明。
上海戸籍を
もつ総人口
流動人口
(含上海籍)
上海籍を除く流動人口 農業戸籍流動
人口の割合
経済活動人口
の割合総人数 対戸籍人口比
1983
1984
1985
1986
1988
1993
1997
2000
2003
194.01
1204.78
1216.69
1232.33
1262.42
1294.74
1305.46
1321.63
1341.801
50
70
134
165
141
281
276
387
499
106
251
237
387
499
8.4
19.4
18.2
29.3
37.2
25.1
45.4
46.7
67.3
52.1
85.3
80.0
6.6
23.0
61.4
75.6
74.5
73.4
72.1
ところが，流動人口という用語法は実に不正確なものであり，民工すなわち農民出稼ぎ労
働者という用語法も実態を反映していない｡「出稼ぎ」とは日本で農閑期に都会に行き非農
業の仕事をしたりはするが，普段の生活基盤が田舎にあり本業も農業であるという人達の就
業形態を指しているように思う。しかし，上海市の流動人口と呼ばれる人達はそういう就業
をしているわけではない。
図５は2000年上海市流動人口調査の結果である。人口センサスと異なるのは，上海市滞在
２日間以上半年未満の，上海戸籍の非所持者全員を対象とする点である。人口センサスによ
れば，上海市の暫住移動人口(戸籍登録地から半年以上離れた移入者)は313.5万人であるの
に対して，流動人口調査では外来人口は387.1万人と73.6万人多い17)。滞在期間別構成につい
ては，同図にあるように，外来流動人口と呼ばれるこの人達のうち，１年以上滞在した人の
ほうが57％と全体の半数を大きく上回った。なかでも，５年以上もの者が18％に上った。帰
郷する意思もないこの人たちは実質的な定住者とみてよかろう。
外来人口の滞在期間の長期化は時系列データからも確認できる。表４は上海市当局の行っ
た流動人口調査を基に作成したものである。同表を見てわかるように，90年代はじめ以来，
１年以上滞在の割合が上昇し続けてきた。1993年から2003年までの10年間に，１年以上滞在
した者の割合がほぼ倍増した。なかでも５年以上滞在した者の割合が４倍も増大した。戸籍
制度による転入制限が厳しく行われるなか，大勢の外来人口は戸籍をもたないハンディーを
もたされていながら，上海で奮闘しているということが容易に想像できる。
また，中高校を卒業して農業に従事した経験もなければ，農業をやることもできない若者
は，農民戸籍の親をもつことで「民工」と呼ばれ続けている。実質的な定住者でいながら，
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17) 上海滞在が６カ月未満であっても，戸籍登録地から離れて半年以上経過した者はセンサスの暫住
移動人口に計上される。つまり，６カ月未満の数字が70万人余りでなくてもよい。あるいは，上海滞
在６カ月未満の外来流動人口81.4万人のうち，他地域を経由して来た者は7.8万人と推計される。
図５ 上海市滞在期間別流動人口の構成
出所：2000年上海市流動人口調査より作成｡
１カ月未満
８％
15年以上
１％
１～６カ月未満
13％
６カ月～１年未満
22％
１～５年未満
39％
５～10年未満
13％
10～15年
未満４％
流動人口の数・万人
１カ月未満
１～６カ月未満
６カ月～１年未満
１～５年未満
５～10年未満
10～15年未満
15年以上
30.6
50.8
83.4
152.1
50.8
14.2
5.2
全 体 381.1
戸籍の転入が認められないために，民工は「暫住」し続けざるを得ない18)。
(４)外来流動人口の属性
上海に来ている外来流動人口はどのような属性をもつ人間集団であろうか。性別，戸籍，
年齢などから見てみよう。
まず性別構成についてだが，2000年人口センサスでは期間移動人口の男女構成比は51.5％，
48.5％とほぼ半々となっている。それに対して，上海市における同年の流動人口では男性が
57.6％を占めた。なかでも働き盛りの30～40代の男性比率がさらに高く63.3％に達した。こ
れは後に述べる外来人口の就業構造または上海の産業構造と関係する。大規模な土建工事の
多い上海では男性労働力をより多く必要としたからであろう。ちなみに，製造・加工業の多
い広東省では，手先の器用な女性が流動人口の過半数を占めた。
次に外来人口の戸籍状況について。前にも述べたように，農業戸籍をもつ農民，および農
業に従事した経験すらないが，農民を親にもつ若者は外来人口の絶対多数を占めている｡
2000年には農民戸籍者の割合が85.3％で，そのうち，30～40代の同指標は86.7％であった。
流動人口の主流が農村からの出稼ぎ労働者つまり民工という印象はあるが，都市戸籍をもつ，
その他の都市から上海に流入した者も相当いることが注意深い19)。
最後に年齢別構成について上海市の戸籍人口と比較しながら検討しよう。上海市では，戸
籍人口の出生率が低く，自然増加率は1992年以降マイナスの状態にある(年平均マイナス0.2
％くらい)。市公安局の統計によれば，2003年に，戸籍人口の年齢構成は，14歳以下が9.9％，
60歳以上が18.9％，65歳以上が14.8％であった。全国平均の22.9％，10.5％，7.1％と較べて，
上海市の少子高齢化が相当進んでいることが分かる。一見して上海市は早くも少子高齢化の
時代に突入したかに見える。ところが，少子高齢社会でありながら，どうして全国トップの
桃山学院大学総合研究所紀要 第31巻第２号14
18) 一部の民工はマイホームを購入して実際にそこに住んでいながら，戸籍の転入ができないため，暫
住人口として登録される。自分の家にしばらく居住せざるを得ないという皮肉な現象が北京，上海な
どでは珍しくない。
19) 表２では流出元の都市部とは一定期間内の全移動者(非農業戸籍の遷移も含む)を指すのに対して，
上海市流動人口調査では戸籍が転入してきた移動者が対象とされていない。そのために，数字の不一
致が生じた。矛盾ではない。
表４ 上海市外来流動人口の滞在期間別構成
単位：％
出所：周海旺(2005)に基づいて作成。
1993年 1997年 2000年 2003年
全 体 100 100 100 100
６カ月未満
６カ月～１年未満
１年～５年未満
５年以上
50.7
20.4
22.6
6.3
28.7
19.5
37.1
14.7
21.0
21.6
39.3
18.1
23.2
12.2
40.2
24.4
経済成長を続けられるのか。実にその背景には数百万もの民工が存在している。
2003年上海市流動人口調査では，外来人口は499万人に上り，上海市居住人口(戸籍人口と
外来流動人口の合計)の27.3％を占めた。年齢構成については表５のように, 外来流動人口
は15歳から39歳までの年齢層に極端に集中しており，同比率が戸籍人口の倍以上になってい
る。
上海市の居住人口に占める外来流動人口の割合を年齢別に見ると図６が描かれる。14歳以
下の年少人口ではほぼ４人に１人が外来流動人口である。就学前の５歳未満人口では外来流
動人口が4割強を占めた。小学校，中学校の学齢では上海での就学難もあって，外来流動人
口の割合はそれぞれ23.9％，10.3％と低めだが，絶対数に直すと66万人，44万人になる。上
海市の戸籍をもたないこの子達はごく一部の裕福な家庭を除いて，ほとんどが上海市の公立
学校には入学できない。民工自らの作った「民工子弟学校」に入るか，学校に通わないとい
うのは一般的である。また，20代，30代では外来流動人口が全居住人口の４割を占めた。
大量の外来人口が入ってきたことにより，上海市の少子高齢構造が幾分か改善されている。
たとえば，2003年に，14歳未満，65歳以上人口の割合はそれぞれ9.9％，14.8％から10.5％，
10.9％に補正された。上海市の人口ピラミッド(図７)からもこの点が改めて確認できる。図
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図６ 年齢別にみる外来流動人口の割合(上海, 2002年)
出所：『上海市2000年人口普査資料』 などより作成｡
注：外来流動人口/(外来流動人口＋戸籍人口)
60
50
40
30
20
10
0
0
全体 男性 女性
０～５歳 41.5 43.3 39.4
６～11歳 23.9 26.2 21.5
12～14歳 10.3 10.8 9.8
０～14歳 26.4 28.1 24.4
20～39歳 41.2 44.1 37.7
9 18 27 36 45 54 63 72 81 90 99
(％)
歳
表５ 上海市における戸籍人口と外来流動人口の年齢別構成(2003年)
単位：％
出所：表４に同じ。
戸 籍 人 口 外 来 流 動 人 口
全体 男性 女性 全体 男性 女性
０～14歳
15～39歳
40歳以上
9.9
34.5
55.7
10.0
35.4
54.6
9.7
33.6
56.7
12.2
73.0
14.8
12.0
71.2
16.8
12.5
75.3
12.2
7aは戸籍人口だけのピラミッドだが，30代以下の人口が少なく，なかでも，10代前半以下
人口の少なさが目立つ。働く人口が少なく，それを補充する年少人口も増えてこなければ，
普通なら，社会経済の持続的発展は保ち得ない。
ところが，戸籍人口に外来人口を加えると，ピラミッドの形が一変した。図7bから見て
取れるように，20代，30代の部分が大きく膨らんだ。これにより15～59歳の労働力人口も全
人口の75％を占めることになった。より重要なのは，現行の制度下でこの構図が外部からの
絶えざる労働力人口の流入により維持され続けるということである。戸籍人口では，たとえ
少子化，高齢化が進んでいても，社会の負担は大きくならず，経済の発展も可能である。そ
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図7a 上海市の戸籍人口ピラミッド
出所：図６に同じ｡
注：内側は外来人口, 外側は戸籍人口｡
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図7b 上海市の全人口ピラミッド
(戸籍人口は2003年, 外来人口は2000年)
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れどころか，上海市の戸籍をもたない民工は，就労条件(給与，職業選択)で差別されるのみ
ならず，医療，失業，年金保険などでも民工の大半が対象外となっている。そこで，上海の
経済発展，戸籍市民の豊かさはある意味で，外来流動人口とくに民工に対する移住規制をし
ながらも，彼らの労働力としての価値を巧みに利用するという非常に不公平な構造の上に成
り立てっているといっても過言ではない。
(５)外来流動人口の居住空間
表２に示した全国流動人口の流入先別構成では，1990年代後半都市部というよりも鎮への
流入比率が過半数となった。広東省に次ぐ第２の人口流入地・上海市では，急増し続ける外
来人口はいったいどこに入っているのであろうか。ここでは，2000年上海市流動人口調査お
よび上海市統計局の関係調査を基にした表６から外来流動人口の空間分布を見よう。
上海市は市内９区，市を囲む10区県20)からなっている。戸籍人口は2003年に1340万人と中
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表６ 上海市における戸籍人口, 外来流動人口の空間分布
単位：万人, ％
出所：『上海統計年鑑 2004年』 より作成｡
戸籍人口
数(2003)
外来人口を
含む居住人
口(2003)
外来流動人口(2000) 外来流動人口(2003) 2000～03年
外来人口
の伸び率
03年外来人
口の対居住
人口比人数 構成比 人数 構成比
全体 1341.8 1840.6 387.1 100.0 498.8 100.0 28.8 27.1
市内９区 611.0 741.3 130.1 33.6 130.3 26.1 0.1 17.6
長寧
普陀
徐匯
閘北
楊浦
虹口
黄浦
廬湾
静安
61.8
83.5
86.8
70.7
103.3
78.5
61.7
32.7
32.0
79.1
106.8
107.3
85.4
123.7
93.2
71.7
37.8
36.3
16.3
23.1
23.3
14.4
19.7
14.4
9.4
4.9
4.6
4.2
6.0
6.0
3.7
5.1
3.7
2.4
1.3
1.2
17.3
23.4
20.5
14.6
20.3
14.7
10.0
5.1
4.3
3.5
4.7
4.1
2.9
4.1
3.0
2.0
1.0
0.9
6.4
1.1
－12.1
1.6
3.4
2.5
6.2
5.6
－8.4
21.9
21.9
19.1
17.1
16.4
15.8
14.0
13.5
11.7
市外10区県 781.9 1087.4 257.1 66.4 368.5 73.9 43.4 33.9
閔行
嘉定
松江
青浦
浦東
宝山
奉賢
南匯
金山
崇明
75.0
51.0
50.6
44.6
176.1
84.9
50.8
69.8
52.6
63.5
148.4
91.0
83.1
71.6
278.5
128.9
70.6
86.4
60.1
68.9
48.1
25.4
19.1
16.8
73.3
37.4
13.1
12.4
6.1
5.4
12.4
6.6
4.9
4.3
18.9
9.7
3.4
3.2
1.6
1.4
73.4
40.0
32.6
27.0
102.3
44.0
19.8
16.6
7.5
5.4
14.7
8.0
6.5
5.4
20.5
8.8
4.0
3.3
1.5
1.1
52.6
57.5
70.9
60.6
39.7
17.5
51.4
33.3
23.7
0.2
49.4
44.0
39.2
37.7
36.8
34.1
28.0
19.2
12.5
7.9
20) 2000年以降，上海市は管轄する周辺の県を区に変更し都市化の加速を目指している。
国最大の都市と揶揄されるが，実に市街地の９区だけでは600万人余りで，総人口の45％程
度しかない。外来人口を含む居住人口でみると，同比率がさらに４ポイント下がる。実際，
上海市周辺の区県は農家世帯を多くもつ農村地帯であり，沿海部の普通の農村とは変わらな
い｡『上海統計年鑑』によれば，上海市戸籍人口のうち，農業戸籍をもつ者は2003年に300万
人以上である。上海市における非農業戸籍人口の対総人口比は1990年の67％から2003年の77
％へと10ポイント上昇したものの，市外10区県の総人口の４割強がいまも農業戸籍をもつ農
民である21)。
2000年から03年にかけて，上海市の外来流動人口は387万人から499万人へと28.8％増えた。
それにより，上海市の居住人口は1800万人に上ったが，うちの27％が上海の戸籍をもたない
流動人口である。ところが，外来流動人口はどの地域でも同じ速度で拡大したわけではない。
この３年間に，市内９区の外来人口は130万人程度で安定したのと対照的に，市外10区県の
外来人口は43.3％も伸びた。外来流動人口の純増はほとんどすべてが市外の鎮などに吸収さ
れたのである。外資の進出が盛んな松江，青浦などでは同伸び率は50～70％と飛びぬけて高
い。
外来人口の流入により，戸籍人口と外来人口の構成が大きく変わった。閔行，嘉定，松江
などでは外来人口の対居住人口比は４，５割程度までとなっている。外来人口の大半が働き
盛りの青壮年であることを考えると，こうした地域の経済は外来人口の支えがあってはじめ
て運営できたのだといってもよい。また，市内９区に目を向けると，興味深い事実が見出さ
れる。各区における外来人口の割合は一部を除き大差なく，20％前後に落ち着いている。こ
れは市内に外来人口が高い家賃などでなかなか住めないことだけでなく，商業，サービス業
を中心とする受け皿の大きさも限られていることを物語ったかもしれない。130万人もの外
来人口(子供も老人も含まれるから全員は就業者でない)を市内の産業が吸収するのは限界な
のであろう。上海市の状況は全国の動きとも深く関係すると思われる。
4．上海市の外来労働者：下層労働市場の就業と賃金
外来流動人口の大多数は就業目的の出稼ぎ労働者である。2000年上海市流動人口調査によ
れば，外来人口387万人のうち，284万人が何らかの仕事に就いていた。ほぼ４人に３人の割
合である。
ところで，外来人口の就業状態はどのようなものであろうか。広く知られているように，
北京，上海などの大都市では，民工を主体とする外来人口に対して厳しい就業制限が加えら
れている。労働行政では外来人口に開放しない業種や職種について明文した規定を出し，企
業などの求人活動に間接的に介入している。とくに，国有企業改革で大量の失業者を出した
桃山学院大学総合研究所紀要 第31巻第２号18
21) これは戸籍制度によるものである。上海市の周辺農村では，農業に従事する地元の住民が非常に少
ない。2000年人口センサスによれば，上海市における農林水産業の就業者比率は10％程度に低下して
おり，しかも外来人口もその中に含まれている。
1990年代後半に戸籍人口保護の就業政策が鮮明に採られた22)。その結果，外来人口の多くは
自らの能力や勤労意欲と関係せずに，紡績，冶金，清掃，建設，商業・サービス業など都市
民の好まない 3K(汚い・危険・きつい)の仕事に就かされてしまう。それだけではない。同
じ職場でも地元住民と外来人口の間に賃金差別が制度化され，医療，年金保険などで両者が
まったく異なる制度で対応されている。以下で，筆者自らが上海で行ったアンケート調査の
個票を用いながら，大都市の下層労働市場の構造を明らかにしたい。
(１)産業別にみる就業構造の特徴
表７は人口センサスおよび関係の抽出調査を基に作成したものである。ここでは上海市と
比較しながら外来人口の就業構造に関する主な特徴を指摘しよう。まずは上海市の経済構造
が非常に高度化しているということである。農林水産業従業者の割合がわずか11.3％にすぎ
ず，商業・サービス業など第３次産業に属する職業の従業者比率は生産・建設労働者のそれ
を大きく上回っている。経済発展のレベルが非常に高いことが窺われる。市内９区に限って
みるとこの傾向はいっそう際立つ。国際的に見て上海市の経済はすでにポスト工業化の時期
を迎えたのかもしれない。
次に外来流動人口は主に生産・建設業の労働者，商業・サービス業従業員として仕事をし
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表７ 上海市における居住人口および流動人口の職業別就業構造
単位：人, ％
出所：図６に同じ。
注：2000年人口センサスは全人口の9.5％｡ ただ，上海市の外来流動人口は滞在２日間以上の全員。
上海市の全体と市区は外来人口を含む常住(居住)人口である｡
2003年の外来流動人口は上海市統計局などの行った抽出調査の推計結果である。
2000年人口センサス 2003年 1995年
上海市･全体 上海市･市区 外来流動人口 外来流動人口 流動人口
調査対象者数 811513 585834 2842823 249658 5950
各種組織責任者
専門・技術従事者
事務・管理職員
商業・サービス業従業者
農林水産業従業者
生産等労働者
その他従業者
3.4
12.8
11.8
22.4
11.3
38.2
0.0
3.8
15.5
14.7
26.4
3.2
36.3
0.0
3.8
0.5
27.4
7.3
48.3
12.7
5.4
0.3
29.1
3.7
53.7
7.8
2.6
2.2
1.2
42.3
2.5
47.1
2.1
22) たとえば，北京，上海などの大都市では，民工の就業制限などを主目的とした管理条例が次々と作
られた。しかし，あまりにも露骨な農民差別で同政策が多くの批判を浴びた｡「北京市外来人員管理
条例」が施行されて10年目を迎えた2005年３月に市人民代表大会で廃止された。しかしそれでも，都
市戸籍の地元住民を優先するやり方は依然として踏襲されている。上海市では，企業などの求人情報
がネット上に告示はされるが，15日以内に外来人口が応募できないようになっている。仕事の獲得競
争に際して地元住民と外来人口の機会はそもそも平等ではないのである。
ており，しかも，この構図は1995年以降ほとんど変わっていない。いわゆるホワイトカラー
の職業に従事する外来人口がきわめて少ない。農林水産業にも外来人口が参入しているが，
これは内陸農村から上海農村へ移動したことを意味する。外来人口がさまざまな規制により
労働市場の下層部分に押し止められ，元来そこにあった地元住民が就業条件の比較的よい労
働市場の上層部分へ押し上げられていったということができる。現地調査からもわかるよう
に，上海市民の台所を支えるさまざまな農産物市場，街角のレストラン，熱気に包まれる無
数の建設現場，世界の工場となった数々の生産ライン，等など上海経済の基盤でありながら，
地元住民に敬遠されがちなこれらの 3K仕事に民工の姿がある。
外来人口の職業構成をもう少し詳しく示すと表８のようになる。この表は2003年に上海市
統計局などが行った大規模な流動人口抽出調査の集計結果である｡ 何点か特徴的なものを挙
げよう。第１に，外来就業人口に占める男性の割合が63.3％であり，総人口の同比率より10
ポイント高い。裏を返せば，外来人口のうち仕事に就かない女性が比較的多いということに
なる。これは現地調査で得た情報と一致する。家族単位で上海に来ている場合に，母方が小
さな子供の世話などをして就業しないことが多いからである。
また，職業によって男女の分業がはっきりできている。商業，レストラン，家政関係では
女性がかなり多いのに対して，肉体労働の建設などでは男性が圧倒的に多い。私営企業経営
者も男性のほうが多い。
外来人口がどのような性格をもつ企業で働いているのかについては，筆者自らのアンケー
ト調査23)を利用して述べたい。勤め先の規模や所有形態に基づいて労働市場をフォーマル・
セクター，インフォーマル・セクターに分けてみると，非常に示唆的な結果が得られた24)。
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表８ 上海市外来人口の職業別構成(2003年)
単位：人, ％
出所：周海旺(2005)より作成｡
全体 男性 女性 男性の割合 全体 男性 女性
全体 249658 157941 91717 63.3 100 100 100
専門・技術者
役所等の勤務者
商業従事者
レストラン従事者
家政従事者
農林水産業従事者
製造加工業従事者
建設業従事者
運送設備操縦者
廃品回収業従事者
私営企業経営者
その他
13514
635
35643
19712
17191
9327
84649
49510
8572
3069
2670
5166
9306
342
20453
9395
7291
5454
43093
46987
7898
2329
2149
3244
4208
293
15190
10317
9900
3873
41556
2523
674
740
521
1922
68.9
53.9
57.4
47.7
42.4
58.5
50.9
94.9
92.1
75.9
80.5
62.8
5.4
0.3
14.3
7.9
6.9
3.7
33.9
19.8
3.4
1.2
1.1
2.1
5.9
0.2
13.0
6.0
4.6
3.5
27.3
29.8
5.0
1.5
1.4
2.1
4.6
0.3
16.6
11.3
10.8
4.2
45.3
2.8
0.7
0.8
0.6
2.1
外来人口の７割がインフォーマル・セクターに従事しているのと対照的に，上海市の地元住
民の９割がフォーマル・セクターで働いている。実際，外来人口の５割近くも４人以下の職
場で働くのに対して，地元住民は300人以上規模に勤める者の割合が43％に上る。また，外
来人口の過半数は個体戸，地元住民の大半は国有企業，役所などの公的機関に勤めている。
当然ながら，勤め先の性格が違うと，賃金などにおいて大きな格差が形成される。
(２)外来労働者の就業実態と賃金
労働市場の下層に堆積している外来労働者の就業実態について，地元住民のそれと較べて
以下の特徴が見出される25)。
第１に，外来人口のほとんどが親戚・友人，あるいは自力で今の職場に就職できたが，地
元住民の４割強が行政の世話で今の職場に入った。当然の結果かもしれないが，地元住民の
４割強も親戚・友人，自力で就職できたというのは印象的である。これはかつての行政機関
による配属方式と異なっている。ただ，地元住民というだけで間接的に行政の保護・支援を
受け，外来人口の享受できない特権をもっていることもまた事実である。
第２に，外来労働者の過半数が個体戸のようなインフォーマル・セクターで働いているこ
ともあり，雇用主と雇用契約を結んだと答えた人は回答者のわずか16％にすぎない。それと
は対照的に，地元住民は84％の人が雇用契約を結んでいると答えた。正式な雇用関係がない
ために，医療，失業，年金などで外来人口が不利な立場に立たされがちである。
第３に，外来人口の長時間・低賃金就業が目立っている。調査実施時の前月の就業日数に
ついて聞いたところ，外来人口と地元住民はそれぞれ28日，22日であった。また，一日の平
均就業時間はそれぞれ10.7，8.6と２時間の差もあった。しかし，平均月収では両者がそれ
ぞれ1220元, 1500元と逆に地元住民のほうが２割以上高い。月収を時給に直すと，外来と
地元はそれぞれ4.6元，8.5元と，格差がさらに広がる。
もし，外来人口，地元住民のもつ人的資本，たとえば，学校教育の年数，現職の勤続年数
が違うならば，多少の賃金格差があっても不思議ではないという議論も成立する。実際，外
来人口，地元住民の平均教育年数はそれぞれ９年，12年と３年間の差がある。両者の勤続年
数はそれぞれ4.5年，10.5年と倍以上の差もある。
だからといって，外来人口と地元住民の賃金格差はすべて両者間の人的資本つまり能力の
格差に起因したとえるのだろうか。現地調査の聞き取りによれば，国有大企業のなかでも地
元住民の賃金が外来就業者のそれより４割程度高いように制度化されている(厳2005a)。ま
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23) 2003年10月に上海市の戸籍人口，外来就業人口をそれぞれ1500人抽出して，就業などに関する調査
を実施した。詳しくは厳善平(2005a)を参照されたい。
24) 個人経営，家政，従業員数が30人未満の集団・外資・私営企業をインフォーマル・セクター，従業
員30人以上の集団・外資・私営企業，国有企業および役所，研究機関などをフォーマル・セクターと
定義する。
25) 以下の分析は2003年実施の上海市戸籍人口ならびに外来就業人口のアンケート調査に基づく。詳細
なデータは厳善平(2005a)を参照されたい。
た，個人の能力や働く意欲を問わず外来人口という理由だけで参入してはならない業種，職
種が改めて設定されてしまう以上，賃金格差を単純に人的資本の格差に還元することができ
ない。
この仮説を立証するために，既存のミクロデータおよび独自の調査資料を利用して，賃金
の決定関数，つまり人々の属性(性別，年齢)，人的資本(教育年数，就業経験)，勤め先の性
格が賃金水準とどのような関係をもつかについて調べる必要がある。賃金関数の推計結果に
基づいて個々の要因が賃金水準に影響したかどうか，影響があった場合にどの程度なのかと
いったことが判る。
図８は上海社会科学院などが1995年，97年，2003年に実施したアンケート調査を用いて推
計した賃金関数の結果で作成した賃金カーブである。横軸は人的資本を代理する変数の教育
年数であるが，縦軸はほかの条件がまったく同じ場合に教育年数の変化に応じた月収の水準
を表す。つまり，性別，年齢，職種などがまったく同じ人々の月収は教育年数の相違により
桃山学院大学総合研究所紀要 第31巻第２号22
図8a 教育年数と月収の関係(1995年)
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図8b 教育年数と月収の関係(1997年)
上海籍
外省郷村
外省城鎮
16
(
元
／
月)
1200
1000
800
600
400
200
0
教育年数
3 5 7 9 11 13 15
出所：各調査の個票データを用いて計測された賃金関数の推計結果に基づく｡
図8c 教育年数と月収の関係(2003年)
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どの程度違うかという意味である。同図から読み取れるように，上海市の労働市場では同じ
年数の教育を受けた人でも，戸籍が上海か否かによって，大きな月収格差が生ずる。しかも，
教育年数が増えると，外来就業者と地元住民の賃金格差がいっそう広がる傾向が見られる。
そして，時間がたつにつれ，両者の格差が拡大し続けている。中卒程度(９年)では，地元住
民対外来人口の月収倍数は1995年の1.2から97年の2.2～2.5に，さらに2003年の4.2に高まっ
た。この格差は民工に対するさまざまな就業規制に由来した，いわば制度差別の度合いでも
ある。
(３)外来就業人口の社会保障
上海市の戸籍人口が当たり前のように享受する医療保険や失業保険といった社会福祉が大
多数の民工には適用されない。年金保険も民工が対象外である。2002年にようやく民工を対
象とする総合保障制度が作られたが，現実は制度設定のようには進まない。
我々の2003年調査によれば，失業を経験したことがあると答えた人の割合は外来人口も地
元住民もほぼ同水準で36％程度であった。しかし，失業期間中，失業保険などの給付を受け
た人の比率は地元住民が４割に上るが，外来人口がゼロに近い。
制度上，地元住民26)に対して失業，医療，年金といった社会保障制度が整備され，その上，
民間の生保会社などもさまざまな商品を提供している。それと対照的に，前述した民工の就
業形態も影響して，総合保障制度に加入する民工の比率は非常に低い。我々の調査によれば，
総合保険に加入した者は2003年に10人に１人しかなかった27)。また，商業保険への加入率が
もっと低く，何らかの商業保険に加入している回答者はただ6.9％だけであった。一年後ど
うなるかも分からない民工に，数10年後の年金のために保険料を納めろといわれても関心が
ないのは自然のことであろう。他方，企業はコスト削減のため民工の保険料を納入しない現
象が多い。規定違反が摘発された場合でも，行政からの処罰が大したものではないなら，企
業が逃げてしまうのも想像できる。
どうしてこのようになったのであろうか。理由のひとつとして民工が自らの権利を守る制
度がないことが挙げられよう。零細な職場では組合自体が存在せず，国有大企業などでは民
工が地元住民でできた労働組合に加入できないようになっている。我々の調査では，職場に
組合があると答えた民工はわずか7.9％(1500人中の118人)である。そのうち，組合に加入し
ていない者は71.2％ (組合ありの回答者の84人)，なかに加入する意思があるのに認められ
ない者の割合は61.9％(52人)に達する。それに対して，地元住民の勤め先に労組ありの回答
者は74％，実際加入しているとの回答者は90％を占めた。外来者と地元住民の権利保障にお
いてまったく異なる様子が窺える。ここからも民工が国民の待遇を受けていないことが裏付
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26) 上海市の戸籍をもつ市外居住の地元農民に対しては，都市民と異なる制度が適用されている。同じ
地元住民であっても戸籍差別が存在する。
27) 上海市労働局での聞き取り調査によれば，外来就業者全体の加入比率は2002年に２，３割程度に留
まっている。
けられることになった。
む す び
計画経済時代の中国では地域間の人口移動が少なく，産業間，社会階層間の移動も低水準
にあった。改革・開放政策が採られた1980年代以降，市場化・国際化の進展に伴い，人口・
労働力の移動は1980年代の在村離農，1990年代の離村暫住をへて，2000年以降の離村移住へ
と移動の形態が大きく変わった。それに，地域間人口移動の規模が拡大し続け，移動の範囲
もますます広域化している。全国統一の労働市場は1990年代末に形成されつつあるといって
よい。人口移動に現れた社会の流動化が未曾有の状況を見せている。
しかし他方では，地域間移動のきっかけとなったのが主として地縁・血縁関係であるため，
人口の流出と流入がますます特定の地域に集中するという両極分化の現象が見られる。急増
する移動人口の行き先は都市部というよりも地方の鎮にシフトしている。移動者の絶対多数
は内陸農村からの比較的高い教育を受けた青壮年である。戸籍制度など現存のさまざまな規
制が存在し，個人の能力や働く意欲と関係せずに，民工の大多数が都市労働市場の下層部分
またはインフォーマル・セクターに押し止められ，低賃金重労働を強いられている。彼らは
都市民にとって当たり前のような社会福祉を享受できずにいる。自助努力だけではインフォ
ーマル・セクターからフォーマル・セクターへの上昇移動もできないようになっている。社
会全体が流動化しているなか，都市内の労働市場が分断されているということである。
こうした流動化と分断化の構図について中国最大の経済都市で外来人口を2番目多く吸収
している上海市を例に，人口センサス，既存の抽出調査および筆者独自のアンケート調査を
利用して実証的に分析した。戸籍人口の自然増が1990年代初め以来マイナスとなった上海市
では，中国トップレベルの高度成長が遂げられた。その背後に強い戦力となる働き盛りの民
工が絶えずに送り込まれることがある。しかし，戸籍制度の制限で民工の住む場所は都市の
周辺農村になっているだけでなく，賃金，社会福祉も大上海の片隅に置き去りされている。
戸籍の転入が認められないから，外来人口は上海の市民にはなれない。民工のままだと，
就職差別だけでなく，賃金，福祉などでも巨大な格差を甘受せざるを得ない。体力をもち，
上海の経済発展に必要とされる間は，何とか働いて暮らしはできるが，あの低賃金で上海で
はアパートを買い，上海の一市民にはとうていなれない。結局，民工のほとんどが渾身の力
を燃やした末，田舎に帰還し，自力で老後を過ごすことになる。民工は都市の経済発展には
貢献するが，発展した都市に世話してもらえない，まったくの使い捨て労働者でしかない。
上海市はここ四半世紀に高度成長を遂げた。潤沢な外資，豊富な労働力を背景にこれから
も成長が続くだろう。しかし，上で述べた農民差別の現実をみて，何のために，また，誰の
ために成長を追い求めるのかという疑念を抱かずにはいられない。多くの人達の犠牲を強要
して実現された一部の人々の豊かさははたして公正なものであろうか。この点に関しては中
国全体についても強く問ってみたい。
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Social Fluidity and Urban Labor Market Segmentation in China
YAN Shan-ping
In this paper, I use the macro-data of China’s population census and a micro data-set of floating
population investigation conducted in Shanghai in 2003, analyze social fluidity and labor market
segmentation in large city in China. The composition of the article is as follows. At first I point
out some main characteristics of inter-regional migration in the age of reform and open to the out-
side world, and catch the whole image of population movement. Next, I clarify that the floating
population from other regions in Shanghai, the largest economic city of China, is increasing
rapidly, and that social fluidity is accelerating. Thirdly, I draw the basic structure of lower urban
labor market that consists of the farmer migrant workers, by using the material of the population
census and the floating population investigation.
